
第 4章

グローバル経済化とベトナム縫製企業の発展戦略
―生産・流通ネットワークと企業パフォーマンスの多様化―

後 藤　健 太

はじめに

　ベトナムの縫製産業は輸出・国内といった製品の仕向け先による産業の分

化が明確である。その中で本章はベトナムの輸出を中心とした縫製産業を研

究対象とし，その主要な担い手としての経済主体が国際経済への統合過程で

どのような発展戦略をとろうとしているのかを分析することを目的とする。

　縫製品を含む繊維製品の国際取引は，1974年の多角的繊維取決（Multi-Fi-

bre Arrangement：MFA）の施行以来30年以上にわたり規制されてきた。MFA

の下でアメリカおよび EU諸国を中心とした先進諸国は自国の繊維・縫製産

業の保護のため，繊維・縫製品の輸出国に対し品目ごとの細かい数量規制を

行ってきたのである。しかしながら1994年の GATTのウルグアイ・ラウン

ドで，MFAによる繊維製品の数量規制を段階的に緩和し，2004年12月31日

にはすべてのクオータを撤廃することで繊維・縫製品の国際取引を通常の

WTOルールに統合することが決定された（Thoburn［2007］，Yamagata［2007］）。

　このMFA撤廃は，それまで規制されていた繊維製品の国際取引の急激な

自由化を促すことで競争を激化させ，縫製品生産を担うベトナムを含む多く

の途上国にとって安い労働力に頼るだけの競争力維持を困難にした。その縫

製産業の輸出を中心とした持続的な発展には，生産要素費用以外の局面によ
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る産業高度化が重要な課題となってきているのである。

　こうした観点から，本章では元国有企業⑴を主たる担い手とするベトナム

の輸出縫製産業を研究対象とし，その課題と発展の可能性を国際的な政策・

経済環境のダイナミズムの中から検討したい。その際，ベトナムの縫製産業

を国際的な生産と流通のネットワークに位置づけることで分析を行う。この

ため本章ではグローバル・バリュー・チェーン（GVC）の分析枠組みを用い，

ベトナムの縫製品輸出を担う各経済主体の経営戦略が「生産工程」や「生産

品目」，さらには「機能」といった産業高度化をどの程度実現しつつあるの

かを検証したい。

　本章ではまた，国内の経済環境変化にも目を向ける。ベトナム経済は世界

でも類まれな経済成長を実現しており，急速な発展過程にある。この中でサ

ービス部門を中心に縫製産業以外の産業が勃興し，労働力の不足や賃金の上

昇圧力の高まりが起こりつつある。しかしながら同時に，2008年に入ってか

らの消費者物価指数の高い上昇率に反映されるインフレ懸念や貿易赤字の拡

大などマクロ経済面での不安要素が顕在化し，また主要な貿易相手であるア

メリカの急速な景気後退という新たな局面も深刻になりつつあった。こうし

た変化は国内の労働市場や産業構造などにも変化をもたらし，本章が分析対

象とする輸出型縫製産業にも影響を及ぼし始めている。以上の国内環境の変

化も考慮しつつ，国際経済統合による競争環境の変化がベトナムの輸出型縫

製産業にいかなる影響を与え，その経済主体としての輸出縫製企業がどのよ

うな課題に直面し，それにいかに対処しているのかという点を考察したい。

　本章の構成は以下のとおりである。まず第 1節ではベトナムの縫製産業を

概観し，第 2節で同産業をグローバル経済の中に位置づける。これらを念頭

に第 3節では現地調査で得た 1次データをもとに各経済主体の経営戦略を分

析し，最後に本章の考察を総括し，ベトナム縫製産業の今後の発展戦略の含

意について考察する。本章の分析で使用するデータは国連統計局の貿易統計

やベトナム国家統計総局の統計資料などの入手可能な 2次資料と，2001年 7

月・ 8月，2007年 8月および2008年 8月にハノイおよびホーチミン市にて筆
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者が行った現地調査で収集した 1次データが中心となる。

第 1節　ベトナムの縫製産業の概要

　表 1はベトナムの縫製産業の概要である。ベトナム全体の経済が成長して

いる中で縫製産業は企業数および労働者数の両方において製造業部門内の比

率を上げており，資本の蓄積も進んでいる。また，同産業が全産業に占める

産出高の割合は2000年以降ゆるやかな増加傾向を見せており，産出高につい

ては1995年から2007年（暫定値）の間で約 8倍（実質）にまで増えており，

その成長の著しさがうかがえる。

　次に，縫製品生産を担っている企業形態の内訳を見てみよう。表 2は縫製

産業における企業形態別産出高シェアをまとめたものである。近年の傾向と

してまず目につくのが国有企業の産出高が増加する一方で，その比率が徐々

に下がっているという点である。ベトナムの輸出向け縫製産業では，一般的

に規模が大きく，資本蓄積と海外市場へのアクセスにおいて優位な立場にあ

った国有企業が主導的な役割を担ってきた（後藤［2003］）。しかし，その産

出高における比率の低下は，その相対的な重要性が低下していることを示唆

している。ただしこうした統計上の変化は，輸出向け縫製品の生産を担って

いる企業が，株式化（equitization）の影響により従来の「国有」企業に分類

されなくなった結果であるという可能性もある。つまり，実際の縫製品生産

においては，こうした「元」国有企業が相変わらず重要な地位を占めている

可能性が高い。

　次に非国有企業に目を転じてみると，「民間企業」と分類される企業の比

率が若干の増加傾向を示していることがわかる。一方でおもに国内市場向け

に縫製品を生産している「個人部門」とされる零細・小規模な縫製企業の産

出高比率が著しく低下している⑵。

　また外資縫製企業についてはその産出高比率の増加が顕著であり，産出高



126

の増加も著しい。国有企業の中には外資系企業との合弁事業を始めていると

ころもあり，そうした活動が「外資企業」に分類されている可能性もある。

しかしながら2007年においては外資企業の産出高比率が40％を超えるように

なり，ベトナム資本の民間および国有企業を押さえて最大の縫製品生産の担

い手であることは注目に値する。

　表 3は企業形態別縫製品の数量ベースによる生産シェアをまとめたもので

ある。ここでもやはり縫製品の生産が1998年を除いて量的にも拡大している

ことが確認できる。その伸び率はアジア通貨危機直前の1997年までの期間お

よび米越通商協定（USBTA）の締結直後の2002，2003および2004年に著しい。

また，こうした生産拡大の中で，生産数量においても国有企業の比率の低下

と，外資系企業の比率の上昇が顕著であり，非国有企業のシェアは比較的安

定しているといえる。

表 1　縫製産業の概要

1995 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007
企業数 n.a. 579 763 996 1,211 1,567 1,745 1,958 n.a.

製造業部門におけ
る割合（％）

n.a. 5.6％ 6.2％ 6.7％ 7.2％ 7.6％ 7.3％ 7.3％ n.a.

労働者数 n.a. 231,948 253,613 356,395 436,342 498,226 511,275 585,414 n.a.

製造業部門におけ
る割合（％）

n.a. 14.5％ 14.1％ 16.2％ 17.1％ 17.2％ 16.5％ 17.2％ n.a.

資本（10億ドン） n.a. 9,666 10,852 13,727 18,964 23,546 25,399 31,409 n.a.

製造業部門におけ
る割合（％）

n.a. 4.4％ 4.1％ 4.3％ 4.9％ 4.8％ 4.3％ 4.4％ n.a.

産出高（1994年基
準，10億ドン）

2,950 6,042 6,862 8,181 10,466 12,792 15,304 19,166 23,840

全産業に占める割
合（％）

3.5％ 3.0％ 3.0％ 3.1％ 3.4％ 3.6％ 3.7％ 3.9％ 4.2％

（出所）　Statistical Yearbook, 2001および2007年版（GSO）より筆者作成。
（注）　2007年は暫定値。
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第 2節　グローバル経済化と輸出先構造の変化

1．輸出産業としての縫製部門

　次に，輸出産業としてのベトナム縫製部門を概観する。図 1は2007年にお

けるベトナムの主要輸出品目の総輸出に占める比率を，HS2002分類にもと

づいてまとめたものである。この図から縫製品が原油・石油関連製品（おも

に原油）の輸出に次ぐ主要外貨獲得源であることが理解できる。また縫製品

のより細かい内訳を見るとその約 6割（全体の輸出額の8.6％）が布帛生地を

用いた縫製品（代表的なものとしてはシャツ，ズボンやジャケットなど）で，残

りの約 4割（全体の6.3％）がニット生地使用の縫製品（Tシャツ，ポロシャツ，

スウェットシャツ，靴下，下着など）の輸出となっている。

　図 2は1997年から2007年までの縫製品の輸出額および全輸出額中における

縫製品比率の推移をまとめたものである。この図から，ベトナムの縫製品輸

図 1　ベトナムの主要輸出品目の比率（2007年）

 

縫製品
（ニット，61）
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その他
42.5%

海産物（03）
6.8%

電子機器（85）
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原油・石油関連（27）
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縫製品
（布帛，62）
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（出所）　UN Commodity Trade Statistics Database （UN comtrade）より筆者作成。
（注）　カッコの中の数字は，HS2002分類の商品コードである。
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出が1998年を除いて毎年増加していることがわかる。一方で全輸出品目の中

に占める縫製品輸出の比率については若干の増減はあるものの，おおむね14

～15％前後で推移している。

2．輸出先構成の変化

　図 3はベトナムからの縫製品の輸出先上位19カ国を地域別にグループ化し，

その比率の変遷をまとめたものである。この図で最も顕著な変化はアメリカ

向け縫製品輸出の急増である。1997年には「日本」，「台湾・韓国」，そして

「EU」の 3つの国・グループがそれぞれ輸出の 4分の 1前後を占め，残りを

アメリカおよび輸出シェアが20位以下のすべての国を含む「その他」が占め

ていた。とくに日本は2001年までベトナム縫製品の最大の輸出先であり，全

輸出の 4分の 1以上を占めていた。ところが2002年を境にアメリカが最大の

輸出相手国として台頭してきたのだが，このアメリカ向け輸出の急拡大は

2001年12月に締結された前述の USBTAによるところが大きい。

（出所）　UN Commodity Trade Statistics Database （UN comtrade）より筆者作成。
（注）　縫製品の輸出データは SITC Rev.3 84 （Clothing and Accessories）による。

図 2　ベトナムの縫製品輸出高
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　USBTA実施以前の米越貿易は，ベトナム戦争中からアメリカ政府によっ

て課されていた禁輸措置によりきわめて少なかった。1994年にこの措置が解

かれ，また1995年に米越国交回復が果たされることでアメリカとの貿易の道

も開かれるが，最恵国待遇を与えられなかったベトナムからの縫製品輸出は

アメリカの高い輸入関税に直面し，大きく伸びることはなかった（Fukase 

and Martin［1999］）⑶。しかし2001年12月の USBTA施行で最恵国待遇をアメ

リカより与えられたことで，ベトナムからの縫製品輸出が顕著に伸び始める。

その結果，2003年以降のベトナムからの縫製品の輸出先の半分以上をアメリ

カが占めるようになる。また全体的な傾向として，アメリカ向け輸出の高い

伸びを背景に，アメリカ以外の輸出先はおおむねその比率を下げてきている

といえる。その中でも「日本」，「台湾・韓国」および「その他」の輸出先比

率の減少が著しく，EUは近年その比率を徐々に増やしつつある。

　ところでこうした輸出先構成の変化はベトナムの輸出縫製産業の発展に影

図 3　ベトナム縫製産業の輸出先（主要国・エリア別）
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（出所）　UN Commodity Trade Statistics Database （UN comtrade）より筆者作成。
（注）　「その他」は輸出20位以下の全ての国々を含む。
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響を及ぼすと思われる。なぜならば，日本，アメリカ，EUへの輸出はそれ

ぞれ異なる生産・流通ネットワークによって担われており，それぞれのネッ

トワークが異なる統括（governance）形態を持つ場合，この違いが高度化の

あり方にも影響すると考えられるからである（Humphrey and Schmitz［2000］）。

次項では，仕向け先市場でのベトナム縫製品の位置づけを国際的取引環境の

変化との関連で考察し，こうした輸出先構造の変化がベトナムの縫製産業に

いかなる意味を持つのかを検討したい。

3．輸出先による生産・流通ネットワークと技術移転について

　縫製品の国際的な生産と流通ネットワークは，商社や小売業者などのバイ

ヤー企業主導でコーディネートされ，統括されていることが一般的である

（Gereffi［1999］）。こうしたバイヤー企業は多くの場合外国企業であり，縫製

企業などサプライヤー国の企業であることは少ない。この生産と流通ネット

ワークにおいてバイヤー企業は輸出先市場の需要に応じ製品規格や生産・取

引形態を決定しているが，輸出先ごとに生産と流通の統括を担うバイヤー企

業が異なることが一般的である。そのため輸出先構成の変化は，ベトナム縫

製企業がかかわる生産・流通ネットワークの変化を通じてベトナム縫製産業

に影響を及ぼす可能性があるのである。

　図 4はベトナム縫製品の輸出先市場ごとの特徴を「製品の付加価値レベ

ル」と「取引あたりの受発注数量」によって図式化したものである⑷。日本

市場向けに輸出されるベトナムの縫製品は，アメリカおよび EU市場向け縫

製品と比較して縫製仕様が複雑で，相対的に製品レベルと付加価値が高い製

品が中心である。しかしながらこうした日本市場向けの生産は，発注数量が

小さく色展開が多い。たとえば布帛縫製品であれば，通常アメリカ市場向け

で一型あたりの発注数量が少なくとも数千枚，多ければ数万枚となるところ，

日本市場向けでは多くても数百枚，少なければ数十枚という発注数量である。

日系商社など日本向けの生産と流通を統括する企業へのインタビューでは，
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ベトナムの比較優位をサイズや色展開が多く，複雑な縫製仕様と高い品質基

準に対応できる生産能力と，それを可能とする労働力の質の高さがよくあげ

られる。こうした日系バイヤー企業は，ベトナムの縫製産業を安価な大量生

産品（ボリュームゾーン）を担うインドやバングラデシュ，そして中国の一

部などのほかの縫製品輸出国とは明らかに区別していることが多い⑸。

　一方でアメリカ市場向けの縫製品は相対的に仕様が単純であり，また価格

競争がより激しい「ボリュームゾーン」市場向けであることが一般的である。

ここでは徹底して生産ロスを最小化させるために仕様を簡素化し，生産効率

を高めることで価格競争力を実現することに重点が置かれている。アメリカ

市場向けの一型あたりの受注数量が大きいため，習熟曲線による費用低減効

果も大きく，効率的な生産を可能にしている。現地調査では，労働者の習熟

度が上がり，費用低減効果が発揮されるためには少なくとも同じ縫製ライン

で同仕様の製品を 1週間から10日程度生産し続ける必要があるとする企業が

多かった。つまり，30名程度の労働者で編成される一般的な生産ラインで，

1日・ 1人あたりの布帛シャツの生産性を，生産に慣れていない開始時を含

んだ平均が10枚程度⑹であるとすれば，一型あたり少なくとも3000枚程度の

製品受注がないと効率的な生産レベルを実現できないということになる⑺。

（出所）　企業への聞き取り調査にもとづき筆者作成。

図 4　輸出先市場による縫製品の特徴
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また，EU市場向けに輸出される製品は，日本およびアメリカ市場の中間あ

たりの特徴を持っているとされている⑻。

　こうした輸出先ごとの異なる市場の特徴は，仕向け先ごとの生産・流通ネ

ットワークを通じてベトナムの縫製産業の高度化に異なる影響を及ぼしえる。

日本向け輸出においては，日系商社やアパレル企業などの製造卸業者がバイ

ヤー企業となっていることが一般的であり，その統括のもとで生産と流通が

コーディネートされている。ベトナムの縫製産業が担っている日本の市場セ

グメントでは，製品の縫製品質や規格の均一性などがきわめて重要であると

され，厳しい生産・品質管理能力が製造現場において必要となる⑼。また，

小ロット生産を行うことから，生産ラインの組み替えを頻繁に行う必要があ

り，効率的な生産ライン設計にかかわる技術と知識がとりわけ重要となる⑽。

こうした市場の要求に対応するため，日系のバイヤー企業は日本人技術者を

長期間ベトナム縫製企業へ派遣し，生産ライン管理や縫製技術指導などの技

術移転を行うことが多い。さらにベトナム縫製企業の生産ラインの班長級の

社員を日本に招へいし，研修させる日系バイヤー企業も少なくない。こうし

た取り組みの多くは日系のバイヤー企業にとっては事実上関係特殊的な投資

となることから，バイヤー企業としては特定のベトナム縫製企業と長期的な

取引関係を維持するインセンティブを強く持つ⑾。

　一方，アメリカおよび EU向けの輸出はおもに香港，韓国および台湾系商

社の仲介によるものが多く，こうしたバイヤーが欧米の小売業者やアパレル

企業のエージェントとして生産と流通を統括しているのが一般的である（Ge-

reffi［1999］）。こうした欧米市場向けの生産・流通ネットワークの大きな特

徴は，日本市場向けと異なりバイヤーからベトナム企業の技術移転がきわめ

て限定的であるという点である。日本の縫製品市場と異なり欧米，とりわけ

アメリカの縫製品市場では品質に対する要求レベルが日本よりも低く⑿，縫

製仕様も単純で汎用性の高いものが中心であるため，バイヤーからの技術移

転や品質管理の必要性も低い。また受注内容に関しても，一般的に日本市場

向けのオーダーは多品種・小ロット生産を特徴としており，効率的な大量生
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産には向かないことが多い。これに対し欧米市場，とくにアメリカ市場向け

オーダーは少品種・大ロット生産の発注が多く， 1回の発注数量も格段に大

きい⒀。EUとアメリカ市場向けの生産と流通を統括するバイヤー企業は，

ベトナム縫製企業との長期的取引よりも，より競争的な視点から発注先を選

択する傾向が強い⒁。実際にアメリカ向け輸出を仲介するバイヤー企業は，

複数の有力ベトナム縫製企業から相見積もりをとり，価格などの条件を比較

したうえでサプライヤーを選定している。アメリカ市場向けの縫製品生産で

は，取引に特化した仕様や技術の必要性が日本市場向けと比較して小さく，

バイヤー企業からの技術移転も少ないのである。

4．統括形態と高度化との関係

　以上のように，輸出先が異なることで生産・流通ネットワークの特徴と技

術移転の可能性も異なるが，こうした違いはベトナム縫製産業の高度化にい

かなる影響を及ぼしえるのだろうか。GVCにかかわる研究では，産業の高

度化を大まかに「生産工程の高度化」（process upgrading），「製品の高度化」

（product upgrading）および「機能の高度化」（functional upgrading）の 3つに大

別している（Humphrey and Schmitz［2000］）。生産工程の高度化とは新たな生

産設備や管理手法の導入などにより，生産工程の効率化を実現し，生産性を

上げることを意味している。製品の高度化とはより複雑で付加価値の高い製

品の生産を担うことによる高度化を指している。これらのタイプの産業高度

化に関しては，先進国企業との緊密な生産・流通関係とそこからの技術移転

の重要性が指摘されている。

　一方機能の高度化は，製品企画やマーケティング，ブランド確立といった

ような知識集約度の高い機能を担うことによる産業高度化を指している。ア

パレル産業において，独自のデザイン・企画の開発を軸としたブランド確立

と市場形成は，非常に知識集約度が高い機能である。しかしながら，こうし

た知識集約的機能にかかわる技術が海外バイヤーから技術されることはきわ
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めてまれであり，その獲得は容易ではない（Humphrey and Schmitz［2000］，

Bazan et al.［2004］，Giuliani et al.［2005］，Goto［2007］）。そのため，このよう

な高度な機能を生産・流通ネットワークで担う能力を持つ企業は，外からの

模倣や新規参入による競争圧力が及びにくく，安定的な経済レントを確保す

ることができる。経済レントの確保が困難な場合，市場における価格競争が

激化しやすく，生産要素費用の引下げによる生き残りに頼らざるをえない点

が指摘されている（Kaplinski［1998］）。

　GVCの研究では，さらに生産と流通ネットワークの統括形態が高度化の

可能性に影響を持つ点が指摘されている。日本市場を仕向け先とした日系バ

イヤーの統括する生産・流通ネットワークへの参加は，バイヤー企業からの

技術移転が相対的に多いため，生産工程および製品の両面における高度化が

起こりやすい。つまりこうした生産・流通ネットワークとのつながりは，生

産工程を高度化させることで生産の効率化にも対応しながら，同時に製品の

高度化を促すことでより付加価値の高い製品の生産を担う能力を構築するこ

とが相対的に容易となるのである。そのため生産要素費用の低減によらない

競争力強化の可能性が高くなり，比較的安定した経済レントが確保できるも

のと思われる⒂。

　一方でアメリカ・EU市場への輸出の場合，規模の経済と生産効率を追求

した発注が多く，価格競争力を発揮することで輸出の拡大を急激に実現する

ことが可能となる。また日本市場向け輸出と異なり生産ロスも少ないため，

少なくとも短期的には売上と利潤も格段に大きい。しかしこの生産・流通ネ

ットワークではバイヤーからの技術移転が少なく，そのため新たな技術体系

を導入し，生産工程を高度化させることで経済レントを安定的に確保するの

が難しい。さらに費用の低減がその競争戦略の中心であるため，ベトナムよ

りも賃金水準の低いバングラデシュやパキスタン，インドなどの縫製品輸出

国との絶え間ない価格競争にさらされることになる。そのため，生産工程お

よび製品の高度化がある程度進んだ縫製企業であれば，欧米市場向けの生

産・流通ネットワークとのつながりを持つことで売上拡大を実現するメリッ
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トが大きい。しかしこれらの高度化がさほど進んでいないような縫製企業に

とっては，競争力強化という長期的な視点からみた場合，アメリカ市場向け

の生産と流通ネットワークへの過度の依存は必ずしも好ましいとは限らない。

5．アメリカ政府の輸入監視プログラム

　ところで輸出先構造の決定要因としては，縫製品取引をめぐる国際的な貿

易環境の変化も重要となる。本章の冒頭で述べたMFAの撤廃と並んで近年

のベトナムの輸出型縫製産業に大きな影響を及ぼしたものとしては，アメリ

カ政府による「ベトナム繊維・縫製品輸入監視プログラム」（Vietnam Textile 

and Apparel Import Monitoring Program，輸入監視プログラム）の実施があげられ

る。当プログラムはベトナムからの縫製品輸入に対し，それらが「不当な価

格」でアメリカ市場へダンピングされている可能性を監視することを目的と

しており，ズボン，シャツ，セーター，下着，水着の5品目が監視対象とな

っている。このプログラムはベトナムがWTOへの正式加盟を実現した2007

年 1月を機に実施され，ブッシュ政権の任期が終わる2009年 1月まで継続す

るとされている⒃。

　2007年 8月の筆者の調査時点ではこの輸入監視プログラムについてはそれ

が不当であるとベトナム繊維・縫製総公司（VINATEX）やアメリカの輸入企

業などの激しい抗議が起こっており，この処置が不透明性を著しく高めると

いう意味においてバイヤー企業のみならずサプライヤー企業であるベトナム

縫製企業にとっても大きなリスク要因となっていた⒄。ただし，その後の

2007年10月，2008年 3月および同年11月の 3回にわたり「ダンピングの事実

はなかった」とするアメリカ商務省の中間報告書が出されたことで，同監視

プログラムにもとづいた反ダンピング措置の可能性が低まり，それから来る

リスク要因は著しく下がったとの見方が強い⒅。しかしながらこうした状況

の中でも，それまで拡張傾向にあった対米輸出を意図的に減らす戦略をとる

企業があることが聞き取り調査で明らかとなった。こうした企業の多くは対
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米輸出を抑え，代わりに日本や EU市場向け輸出を増加させることでこの 3

つの主要輸出先を「バランスよく」伸ばしていくという戦略をとっていた。

このことはベトナム縫製企業がある程度の主導権を持ちつつ戦略的に輸出先

を選び始めていることを示唆するものと思われる。こうしてサプライヤー企

業がバイヤー企業を「選択」するという事実は，典型的なバイヤー主導型の

生産・流通ネットワークとされる縫製産業においては稀なケースである。そ

の背景として考えられるのはベトナムの縫製品の需要が世界的に高まってい

るため，ベトナム縫製企業が参加している国際的な生産・流通ネットワーク

においてその相対的な力が強まっている可能性である。ただし，こうした傾

向は産業の中でも競争力のある企業にのみ該当し，ベトナムの縫製産業全般

に当てはまるものではない。同じ輸出企業でも競争力がない企業は総じて拡

大する対米輸出の依存度を高めており，生産や買いつけ条件などを一方的に

押しつけられている企業も多い。この点をより詳細に議論するため，次節以

降では現地での聞き取り調査で得たデータをもとに，ベトナムの輸出縫製企

業の現状を明らかにし，それらが国際競争の激化という状況においてとって

いる経営戦略を，その国内環境も分析に取り入れながら考察していくことと

する。

第 3節　輸出縫製企業の現状と経営戦略―企業データからの
考察―

　本節では主要企業への筆者による個別調査で得た情報をもとに，国際的な

競争環境の激化におけるベトナムの輸出型縫製産業の現状を明らかにするこ

とから始めたい。2007年および2008年の調査ではこれらの輸出型縫製企業の

実態の変化をとらえるため，2001年に行った輸出縫製産業調査で訪問した企

業を可能な限り再訪問した⒆。そのうえで GVCの分析枠組みにもとづき，

産業高度化の実態を考察していくこととする。
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1．輸出縫製産業の実態：2001年の調査との比較から

　表 4は2007年および2008年の 8月にハノイおよびホーチミン市で行った企

業調査の概要を2001年の調査結果と比較したものである。調査した12社のう

ち 5社がハノイ， 7社がホーチミン市の企業である。また10社が VINATEX

系の（元）国有企業であり， 1社がハノイ市と香港企業の合弁会社， 1社が

非 VINATEX系の国有企業だった。

　生産高についてはほとんどの企業が2001年と比較して増加しており，F社

については 1年で平均16％の生産増加があった。一方で生産高が変わらなか

った企業も 4社あり，逆に減少した企業も 1社あった。

　輸出比率に関しては2001年とくらべて変化が見られない企業が多かったが，

これは調査企業の多くがその生産のほとんどをすでに輸出向けを中心に行っ

ていたためであると考えられる⒇。たとえば D社および G社は生産の100％

が輸出市場向けであり，A社はその95％が輸出向けだった。なお F社のみ

が国内市場向けの比率を若干上げている（輸出比率は90％から88％に低下）。

　次に CMT比率について見てみよう。CMTとはバイヤー企業との委託加

工契約にもとづき，ベトナム縫製企業が裁断（Cut），縫製（Make）および仕

上げ（Trim）の三工程を担う委託加工形態を指している。この CMT型生産

形態では，生地や付属品といった資材や副資材はすべて海外バイヤー企業か

ら無償で供給され，バイヤーの規格・仕様どおりに生産が行われる。ベトナ

ム縫製企業は資材の仕入れやデザイン，縫製品の販路・市場形成などにかか

わらないことから低リスクである一方，付加価値が低く，知識集約度も低い

生産形態でもある（後藤［2003］，Nadvi and Thoburn［2004］，Goto［2007］）21。

全生産に占める CMT型生産形態による輸出比率については，D社および I

社以外の企業でその比率を下げていた。これらの企業では，代わりに「FOB

型」とされる形態での生産が増加している。FOBとは CMT型生産形態と異

なり，資材・副資材を自ら調達する生産・流通形態を指している。ベトナム
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表
4
　
調
査
企
業
の
概
要
（
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01
年
の
調
査
と
の
比
較
）

生
産
高

輸
出
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率
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M

T
比
率

従
業
員
数

平
均
賃
金

労
働
力
不
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地
方
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の
工
場
の
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・
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設

（
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定
含
む
）
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社
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E

X
系
1
）
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じ
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ぼ
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－
－
－

＋
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き
な
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タ
イ
グ
エ
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バ
ク
ニ
ン

B
社

V
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E

X
系

＋
2
）

ほ
ぼ
同
じ

－
＋
＋

＋
大
き
な
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題

ハ
イ
フ
ォ
ン
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タ
イ
ビ
ン
・
ク
ア
ン
ビ

ン
C
社

V
IN
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E

X
系

＋
同
じ

－
＋

n.
a.

大
き
な
問
題

ヴ
ィ
ン
フ
ッ
ク

D
社

ハ
ノ
イ
市
・
香

港
企
業
合
弁

n.
a.

同
じ

＋
－

＋
問
題
3
）

ナ
ム
デ
ィ
ン
・
タ
イ
ビ
ン

E
社

V
IN

AT
E

X
系

－
＋

－
－

＋
大
き
な
問
題

ナ
ム
デ
ィ
ン
・
ハ
ナ
ム

F
社

V
IN

AT
E

X
系

＋
＋

－
－

＋
＋

＋
特
に
問
題
で

は
な
い
　
　

ベ
ン
チ
ェ
，
ヴ
ィ
ン
ロ
ン
，
テ
ィ
ン
ザ
ン
，

ニ
ン
ト
ゥ
ア
ン
，
ビ
ン
ト
ゥ
ア
ン

G
社

V
IN

AT
E

X
系

ほ
ぼ
同
じ

＋
－

＋
＋

大
き
な
問
題

ロ
ン
ア
ン
，
ド
ン
タ
ッ
プ

H
社

V
IN

AT
E

X
系

＋
同
じ

－
＋
＋

＋
問
題

ア
ン
ザ
ン
，
テ
ィ
エ
ン
ザ
ン
，
ダ
ラ
ッ
ト
，

ザ
ラ
イ
，
ビ
ン
ズ
ン

I社
V

IN
AT

E
X
系

＋
ほ
ぼ
同
じ

同
じ

＋
＋

特
に
問
題
で

は
な
い
　
　

ロ
ン
ア
ン
・
ラ
オ
ス
・
カ
ン
ボ
ジ
ア

J社
V

IN
AT

E
X
系

ほ
ぼ
同
じ

同
じ

n.
a.

同
じ

＋
問
題

郊
外
移
転
の
予
定
あ
り

K
社

V
IN

AT
E

X
系

ほ
ぼ
同
じ

同
じ

－
同
じ

＋
大
き
な
問
題

郊
外
移
転
の
予
定
あ
り

L
社

非
V

IN
A

T
E

X
系

SO
E

＋
＋

ほ
ぼ
同
じ

－
＋

＋
問
題

ク
ァ
ン
・
ガ
イ
，
ダ
ナ
ン

（
出
所
）　
聞
き
取
り
調
査
に
も
と
づ
き
筆
者
作
成
。

（
注
）
1
）　
「

V
IN

AT
E

X
系
」
と
は
ベ
ト
ナ
ム
繊
維
・
縫
製
総
公
司
傘
下
の
企
業
と
い
う
意
味
で
あ
る
。
た
だ
し
，
ほ
と
ん
ど
の

V
IN

AT
E

X
系
縫
製
企
業
は
株
式
会
社
化

さ
れ
て
い
る
。

2
）　
「
＋
＋
」
は
20
01
年
と
比
較
し
て
年
率
平
均
10
％
以
上
の
増
加
，「
＋
」
は
そ
れ
以
下
の
増
加
を
示
す
。
同
様
に
「
－
－
」
は
年
平
均
10
％
以
上
の
減
少
，「
－
」

は
そ
れ
以
下
の
減
少
を
示
す
。

3
） 　

D
社
で
は
縫
製
直
接
工
員
の
不
足
は
あ
る
程
度
あ
る
も
の
の
，
デ
ザ
イ
ナ
ー
や
企
画
，
マ
ー
チ
ャ
ン
ダ
イ
ザ
ー
な
ど
の
採
用
に
は
労
働
力
不
足
を
感
じ
る
こ
と

は
ま
っ
た
く
な
い
と
の
こ
と
だ
っ
た
。

4
）　
「

n.
a.
」
は
現
時
点
で
情
報
が
取
れ
て
い
な
い
こ
と
を
示
し
て
い
る
。
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を含め多くの縫製品輸出国では生地などの資材の選定に関与し，その現地調

達を進めることで国内付加価値比率を高めることを目的とすることは珍しく

なく，FOB型輸出が増加することは歓迎されることが一般的である。ただし，

FOB型の生産・流通形態でもベトナム企業が商品企画やブランド・デザイ

ン決定を行い，資材選定と調達，そして流通を組織化して市場形成まで行う

ものから，単にバイヤー企業の指定資材の仕入れにかかわるだけのものまで

さまざまである22。今回のケースは後者の，バイヤー企業指定の生地や付属

品の購入にかかわるタイプの FOBが増加しているのであり，本質的に CMT

型生産形態と変わらない。

　一方で D社および I社ではその生産における CMT型生産形態の比率が同

じか，もしくは増加している。I社はカットソー（ニット縫製品）が中心の縫

製企業で，その生産技術の特性からニット製品は生地の編み立てから縫製ま

でを一貫で内製することが多い。そのため，すでに FOB型による輸出比率

が高く，その比率上昇の余地が小さかったものと思われる。ところが D社

はほかの 8社と同じように布帛縫製品を中心とした企業であるにもかかわら

ず，その CMT比率が上昇している。同社はもともとハノイ市の公企業であ

り，以前はおもに東欧諸国向けの縫製品輸出を FOB型生産にて行っていた。

しかし2005年に香港企業との合弁企業（香港側30％）となってからはおもに

CMT型生産形態による縫製品輸出を行い，香港のパートナー企業からの技

術移転による生産工程の高度化を優先する戦略を打ち出したのである23。同

時に，パートナー企業からの指導により，D社内に商品企画・開発部門が設

けられ，知識集約度の高い機能を担えるような人材の育成を積極的に始めて

おり，ベトナムでは非常に稀な取り組みを行っている企業である。

　従業員数については 7社が増加， 3社が減少， 2社に変化がないなどその

結果は多様だったが，この変化は生産高の変化にある程度連動しているもの

と考えられる。従業員（縫製直接工員）の平均賃金に関しては，回答を得た

すべての企業で上昇していた。2001年の調査時では賃金の上昇を問題視する

企業はなかったが，2007年および2008年の調査ではこの賃金の急激な上昇が
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多くの企業の最大の課題とされていた。

　ただし，賃金上昇は縫製産業に限った現象ではない。表 5は縫製産業，製

造業および経済全体の平均賃金の推移である。これによると，縫製部門の賃

金が2002年から2004年までの 3年間だけでも伸びていることがわかる。縫製

部門の賃金水準の伸び率は製造業平均や全体と比較しても突出したものでは

ない。また，平均値を比較した場合，縫製部門の平均賃金が製造業平均およ

び経済全体の平均と比較して相当低いことが明らかである。そうしたなかで

も，とりわけ2008年に入ってからの高インフレ率は強い賃金上昇圧力として

各縫製企業に跳ね返っており，企業経営を圧迫しつつある24。

　またこれに関連して，F社と I社以外の縫製企業では労働力不足が深刻な

問題として認識されている点があげられる（表 4参照）。今回調査した企業

のほとんどはハノイまたはホーチミン市の市内もしくは近郊に工場を持つ縫

表 5　縫製産業の平均賃金（ 1カ月）

（金額：1,000ドン）

2002 2003 2004
縫製 994 1,080 1,133
増加率（前年比） ― 8.7％ 4.9％
製造業平均 1,145 1,243 1,327
増加率（前年比） ― 8.6％ 6.8％
全体 1,249 1,422 1,476
増加率（前年比） ― 13.9％ 3.8％
国有企業 1,309 1,617 1,693
増加率（前年比） ― 23.5％ 4.7％
非国有平均 916 1,046 1,135
増加率（前年比） ― 14.2％ 8.5％
外資 1,897 1,774 1,780
増加率（前年比） ― －6.5％ 0.3％

（出所）　The Situation of Enterprises through the Results of Surveys Conducted in 2003, 2004, 2005, 
GSO［2005］より筆者作成。

（注）　「Manufacture of wearing apparel; dressing and dyeing of fur」を縫製とした。
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製企業であるが，離職率が高いことは共通している。その理由として，調査

した各企業の賃金水準が周囲の他産業の企業の賃金水準とくらべて低く，そ

のため労働者を引き留めるのが困難になっていることがあげられる。また F

社や I社などの例外はあるものの，多くの企業では労働力を確保するのが難

しく，熟練の縫製直接工員に至っては新たに採用するのが現実的に不可能と

なりつつある。縫製企業を辞める労働者の多くは，金融や商業といったサー

ビス部門，とくに高騰する土地の活用を中心とした不動産関連などの高い賃

金が期待できる産業へ移ることが一般的であり，他の縫製企業へ移ることは

少ないのである。

　こうした労働力不足に対応するため，調査したすべての企業では賃金の比

較的安い郊外への生産設備の拡張もしくは移転を実施・検討していた。この

なかでも競争力のない企業の多くは市内の工場を閉鎖した後，その跡地に商

業施設やホテルの建設，あるいは保険業や金融業など他業種への参入や転業

を検討するところも少なくなかった。こうした異業種への参入・転業の動き

はとりわけハノイにおいて著しく，脱労働集約型工業化をいっそう推し進め

つつあるように思われる。

2．輸出先構成の変化と産業の高度化について

　表 6は各企業の輸出先の変化をまとめたものである。2001年と比較して，

ほとんどの企業ではアメリカ向け輸出を著しく増加させていた一方で，日本

を中心としたアジア諸国向けの縫製品輸出が減っていた。また EU向け輸出

については比率が増加した企業もあれば減少した企業もあった。

　その中で F社，H社および L社は対アメリカ向けの増加率が低いが，こ

れは先述のアメリカ政府による輸入監視プログラムの影響が大きい。F社お

よび H社はともに2006年までは対米向け輸出が50％前後と高かったが（L社

は40％程度），同年に監視プログラムの施行が発表されてからはアメリカ向

け輸出を減らし，EUおよび日本向け輸出を増やしている。B社も同様の輸
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表
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査
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業
の
輸
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よ
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ー
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プ
ロ
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ァ
イ
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％
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（
％
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％
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社
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＋
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＋
＋

35
－
－

5
韓
国
の
商
社
が
中
心

B
社

＋
＋

40
＋

40
－
－

20
欧
米
：
台
湾
・
香
港
・
韓
国
商
社
。
日
本
：
日
系
商
社

C
社

＋
＋

55
同
じ

20
－
－

7
欧
米
：
台
湾
・
香
港
・
韓
国
商
社
。
日
本
：
日
系
商
社

D
社

＋
＋

50
－

20
ほ
ぼ
同
じ

30
（
日
本
・
カ

ナ
ダ
・
台
湾
）
90
％
が
韓
国
・
香
港
系
商
社
。
た
だ
し
，
欧
米
ア
パ
レ
ル
企

業
と
の
直
接
取
引
も
あ
り
。

E
社

＋
＋

40
－

20
ほ
ぼ
同
じ

40
欧
米
：
台
湾
・
香
港
・
韓
国
商
社
。
日
本
：
日
系
商
社

F
社

＋
30

ほ
ぼ
同
じ

20
－

30
欧
米
：
香
港
・
韓
国
商
社
。
日
本
：
日
系
商
社

G
社

＋
＋

60
－

20
－
－

10
香
港
・
韓
国
・
台
湾
系
商
社
が
多
い
。
た
だ
し
ア
メ
リ
カ
の

大
手
ア
パ
レ
ル
企
業
は

H
C

M
C
支
店
と
の
直
接
取
引
。

H
社

＋
20

＋
50

－
－

30
欧
米
：
台
湾
・
香
港
・
韓
国
商
社
。
日
本
：
日
系
商
社

I社
＋
＋

70
－

少
し

－
－

23
～
26

ア
メ
リ
カ
向
け
は
韓
国
・
香
港
の
商
社

J社
＋
＋

50
－

30
－

少
し

香
港
や
韓
国
系
の
商
社
。

K
社

＋
＋

65
－

35
－
－

0
欧
米
：
香
港
・
韓
国
商
社
。

L
社

＋
30

ほ
ぼ
同
じ

60
－
－

10
欧
米
：
台
湾
・
香
港
・
韓
国
商
社
ま
た
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小
売
店
の

H
C

M
C
支
店
。
日
本
：
日
系
商
社

（
出
所
）　
聞
き
取
り
調
査
に
も
と
づ
き
筆
者
作
成
。

（
注
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1
）　
「
＋
＋
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と
比
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，「
＋
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－
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。

　
　
2
）　
た
だ
し
，

K
社
お
よ
び

L
社
の
輸
出
先
比
率
に
つ
い
て
は
20
08
年
の
比
率
。



第 4章　グローバル経済化とベトナム縫製企業の発展戦略　145

出戦略をとっているが，この 4社はベトナム縫製産業の中でも最も競争力の

ある企業として有名であり，海外からの受注量も安定的に増加している。こ

うした競争力のある企業ではアメリカ向け輸出などのオーダーを断り，EU

向けや日本向けオーダーを優先的に受けている。

　バイヤーのプロファイルに関してはアメリカ・EU市場向けが香港，韓国

および台湾系の商社がほとんどを占めており，日本向けは日系企業であるこ

とが一般的である。ただし，アメリカおよび EU向けはバイヤーが頻繁に変

わるため，安定的な関係は築きづらいとする企業が多かった。

　表 7は各企業の高度化が2001年の調査時以来どの程度起こっているかを検

証した結果である。ただし，各個別企業の付加価値について比較可能で整合

的なデータが得るのが困難であったため，生産工程の高度化に関しては縫製

直接工員 1人あたりの生産枚数，製品の高度化については製品品目の変遷を

比較することでそれぞれの高度化の実態を明らかにすることを試みたもので

ある。

　まず生産工程に関しては，訪問調査を行ったベトナム縫製企業の多くは一

定の高度化を実現しており，2001年と比較して30～50％程度の生産性上昇を

実現した企業もある。生産工程の高度化をある程度果たしたこうした企業は，

現在もしくは過去に日本向け輸出を行うことで日系バイヤー企業からの技術

移転を受けていた。また，B社や F社などは日系バイヤー企業からの先進

的な機械の長期貸与も受けていた。生産工程の高度化に成功し，生産性を向

上させたこうした企業はより多くの労働者を採用することで生産規模を拡大

したが，生産性を向上できなかった企業は労働力の確保の困難とそれにとも

なう生産の縮小が起こっていた（A社，C社，E社および G社）。

　生産工程の高度化を実現できた企業は，日系バイヤー企業からの技術者の

受け入れや機械設備の貸与を通じて実現したところが多かった。ただし，多

くの企業では先述したようにアメリカ市場向け輸出を増やしており，韓国や

台湾，香港などのバイヤー企業からの技術移転が減っている。

　この生産工程の高度化は今後，賃金の上昇と労働力不足との関連でますま
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す重要になってくると思われる。多くの縫製企業における労働力不足は，一

般賃金水準の上昇と比較して生産性の向上速度が遅いために起こる問題であ

るが，生産工程や品目の高度化の成果が見られない企業ではこの労働力不足

はより深刻であった25。こうした企業では従業員，とくに経験が豊富で能力

の高い縫製直接工員を引き止めておくことができず，労働力の定着率の低下

を招き，そのために生産性も低下している。またこれらの企業では従業員の

表 7　各企業の高度化の現状

生産工程（生産性） 製品
機能（デザイン・マーケティング・オリジ

ナルブランド展開など）
A社 ほぼ同じ 特に変化なし 自社ブランド製品を少し展開しているが，

なかなかうまくいかず，リスクも高いので
積極的には行っていない。

B社 ＋ 特に変化なし 国内市場向けを中心に積極的に展開してい
る。今後 8ブランドを立ち上げる予定。

C社 同じ 特に変化なし 国内を中心に少しだけあるが，輸出は無理。
D社 n.a. 高付加価値製

品へ
相手先ブランド生産（OEM）を中心にし
ながらも，サンプル作成など自社デザイン
および企画提案能力の構築に力を入れてい
る。

E社 ほぼ同じ 特に変化なし ある。以前は輸出をめざしたがうまくいか
なかったので国内向けに展開しようと思っ
ている。

F社 ＋ 特に変化なし ある。アメリカのブランドのライセンスも
行っている。現在 3ブランドを展開。

G社 同じ 特に変化なし あまりやっていない。
H社 ＋＋ 特に変化なし 輸出はないが，国内市場向けは行っており，

また今後重視していく。
I社 ＋ 特に変化なし 国内市場向けに少し行っているが，輸出は

していない。
J社 ＋ 特に変化なし 自社生地の国内市場展開はしているが，縫

製品はあまりない。
K社 ほぼ同じ 特に変化なし あまりやっていない。
L社 ＋ 特に変化なし 国内向けに 2ブランド展開しているが，輸

出はない。

（出所）　聞き取り調査にもとづき筆者作成。
（注）　「＋＋」は2001年と比較して年率平均10％以上の増加，「＋」はそれ以下の増加を示す。な
お，ここでの生産性は縫製直接工員 1人あたり出来高による。
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平均年齢が低下し，非熟練の縫製直接工員動が増えていることが多い。また

今回の調査では，賃金の低い企業では縫製直接工員の平均賃金が100万ドン

前後だったが，高いところでは200万ドンを支払う企業もあり，賃金の企業

間格差が拡大していることが明らかとなった。生産工程の高度化による生産

性向上と労働力の定着率との間には，賃金水準を通じて明らかな相乗効果が

見られたのである。つまり，低い賃金しか支払えない企業では労働力を確保

することがさらに困難となり，また熟練縫製工員を留保することが難しいた

め生産性も上昇しない。そして生産性の上昇が起こらないため，賃金も上げ

ることができないという悪循環である。

　次に製品の高度化についてであるが，ほとんどの企業ではこの点に関する

顕著な高度化が見られなかった。唯一 D社が CMT型生産形態を増やすのと

同時に製品および機能面の高度化を一定程度果たしていた。先述したように

同社はもともと相対的に品質要求水準が低いロシア・東欧諸国向けの量産品

を生産していたが，近年は主要仕向け先をアメリカをはじめとした西側諸国

に，そして扱う製品も比較的付加価値の高いものに変えていった。その結果，

同社は北部ベトナムで唯一「ゴアテックス26」生地のような高機能防水生地

の縫製指定工場に認定され，現在では低付加価値で加工賃が安く，量産向け

の生産受注はあまり行っていないとのことであった27。

　最後に縫製品の輸出に関して企画やデザイン，あるいは自社ブランドの確

立と市場形成などのような高度な機能を担う「機能の高度化」については，

ほとんどの調査企業で見るべき進展がなかった。多くの企業ではまだ CMT

型生産形態，もしくはそれとほとんど変わらないタイプの FOB型輸出しか

行っておらず，企画などほかの機能は生産と流通組織を統括する海外の企業

によって担われているのが現状である。流通面についても，完成品をその生

産と流通を統括する海外企業に加工賃決済ベースで引き渡しており，市場形

成には全く関与していない。

　一方で2001年の調査では国内市場を重要視する輸出企業は皆無に近かった

が，2007年および2008年の調査では12社のうち 7社が国内市場向け製品の生
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産あるいは開発に力を入れていた。またほとんどの企業ではすでに国内市場

向けのブランド製品展開を行っている，あるいは準備中であるとしている。

こうした企業の多くは国内市場向けに知識集約度の高い機能を担うことを目

標とし，そこで力をつけてから輸出を行うという方針をとっている。この点

は輸出にしか目が向いておらず，国内市場をないがしろにしていた2001年の

調査時とは大きく異なる点である。しかしながらベトナム国内の縫製品市場

は流通，商業信用を含む金融制度や知的所有権などにまつわる国内諸制度の

未発達が著しく，その市場形成にはまだある程度の時間がかかると予想され

る（McMillan and Woodruff［1999］，後藤［2003，2006］）。しかし機能高度化を

めざすには国内市場の開拓と市場形成に重点が置かれる必要があり，こうし

た国内市場の重視傾向はその下地となる可能性がある。

おわりに

　以上の分析をまとめたうえで，今後の課題を考察してみたい。ベトナム最

大の工業製品の輸出産業である縫製産業は，2001年の USBTAの締結などの

影響でその輸出量が著しく伸び，ポストMFA時代において激化しつつある

国際競争環境下でも高成長を遂げている。そうした背景の中，それまで主要

な輸出先であった日本市場の比率が低下し，代わりにアメリカの重要性が高

まるなどの輸出先構成の変化が起こっている。この輸出先構成の変化は，ベ

トナム縫製企業がかかわる生産・流通ネットワークの変化を通じてベトナム

縫製産業の今後の発展経路に影響を及ぼすと考えられる。

　日本市場向けに輸出されるベトナムの縫製品は相対的に製品レベルが高く，

付加価値も高い市場区分をおもな対象としており，そのためバイヤー企業か

らの技術移転も多い。一方でアメリカ市場向けの製品は仕様が単純であり，

また価格競争がより激しい「ボリュームゾーン」市場に供給されることが一

般的である。そのため徹底的な規模の経済性の追及による価格競争力を最大
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化させることに重点が置かれており，バイヤー企業からの技術移転もさほど

重要とならない。

　こうした中，アメリカ政府の輸入監視プログラムが施行され，アメリカ輸

出への過度の依存がリスク要因として認識されるようになった。これに対し，

その輸出先をアメリカ・EU・日本を含むアジアという 3つの地域にバラン

スよく再編成するような戦略が一部の企業でとられ始めている。アメリカ中

心の輸出構成を再編できる企業は，海外から需要が高く競争力のある企業で

あることが多いが，こういう企業はその参加する国際的な生産と流通のネッ

トワークにおいて徐々に交渉力をつけていっていると思われる。バイヤー企

業主導型とされる縫製品の生産と流通ネットワークの中でサプライヤー企業

が相対的な力関係を強めるのは，きわめて珍しいことである。

　しかしながら，ベトナムの輸出縫製産業の中でも各企業のパフォーマンス

は一様ではない。生産性の向上と規模の拡大を遂げた企業がある一方で，生

産工程の高度化がなかなか実現せず，競争力の強化が進まなかった企業も存

在している。ベトナムの経済全体が著しく成長し，一般賃金水準の上昇とと

もに他産業部門への就業機会が増えてくると，経営主体としての各縫製企業

はいかに優秀な労働力を維持または確保するかという点が重要となる。こう

した課題に対応できるか否かは，それまでの活動において生産性を伸ばすな

ど高度化をうまく実現できたか否か，という点に大きく依存している。また，

多くの企業では労働不足と賃金上昇問題に対し，賃金水準の低い郊外・農村

部への工場移転や拡張を実施もしくは検討していた。しかし生産要素費用の

引き下げによる競争力の強化と維持は，とくに経済の発展スピードが速い場

合には，限界が来るものと思われる。持続的な発展とさらなる高度化を望む

場合，生産工程，製品もしくは機能面における高度化を果たしていかなけれ

ばならない。

　一方で，2001年と大きく変わったと思われるのが輸出を担う縫製企業が国

内市場の重要性を認識し始めた点である。調査した企業12社のうち 7社がす

でに国内市場向けに自社ブランド製品の生産と流通を始めている，もしくは
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始める予定であるとしている。こうした動きは，ベトナム輸出縫製企業の

GVCの枠組みでいう「機能の高度化」にとっては重要である。

　ところで，本章では他の競合相手国，とりわけ中国とインドなどの競争力

のある国との競争について言及してこなかった。中国は今や世界で最大の縫

製品輸出国であり，ポストMFAにおいてはこうした大国の動向は無視でき

ない。MFAの撤廃と同時に両国が世界の縫製品生産を一手に担い，他の生

産国を駆逐するとしたものもある（Nordas［2004］）。もちろん現状ではそう

いうドラスティックな変化は起こっていないが，それは中国に対してアメリ

カおよび EUがMFA撤廃後も輸入規制をしていたことも一因と考えられる。

したがってMFA撤廃の影響について現時点で評価を下すのはまだ困難であ

り，中国やインドといった有力な縫製品輸出国の今後の動向もベトナムの輸

出型縫製産業の発展に影響を及ぼすものと思われる。

［注］
⑴　ベトナムの縫製品輸出を担っているのは，外資系企業や大規模民間企業が
多いが，とりわけ VINATEX（ベトナム繊維縫製総公司）傘下の規模の大きな
国有縫製企業が中心的であり，重要な役割を果たしていた。しかしながら今
日の国有企業の株式化のプロセスにより，こうした国有縫製企業の多くも株
式化され，分類上は非国有企業とされるケースが増えてきた。ただし，株式
化を経ても，株式の大半が政府および従業員によって保有されているのが現
状である（国有化プロセスに関してはWorld Bank et al.［2005］など参照）。

⑵　ベトナムの国内のアパレル需要はおもに零細・小規模な民間企業が担って
いる。詳細は後藤［2006］参照。

⑶　そのころのアメリカの縫製品輸入にかかる最恵国待遇の関税率が13.4％（該
当品目の単純平均）であったのに対し，通常の関税率が68.9％（同単純平均）
ときわめて高かった（Fukase and Martin［1999］）。
⑷　ベトナム縫製企業および複数の仕向け先に縫製品を輸出するバイヤー企業
からの聞き取り調査による。
⑸　ただし，多くの日系バイヤーがこうしたベトナムの「優位性」が賃金上昇
とそれに見合わない生産性から弱まってきていると指摘している。また，中
国の政策の不透明感から来るリスク分散をベトナムで縫製品生産・調達を行
う理由としてあげる日系バイヤーも少なくなかった。
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⑹　2007年の筆者の現地調査では，標準的な布帛長袖シャツの工員 1人あたり
の生産枚数（ 1日）の平均は13.3枚（サンプル数 8，標準偏差4.2）であり，
これは各企業の平均生産性であるため，ここではそれよりも若干低い 1人あ
たり生産枚数（10枚）で計算した。
⑺　欧米向け輸出を中心とした縫製企業では，一型あたりの最低生産枚数を
3000枚前後としているところが多い。2008年 8月のインタビュー調査より。
⑻　2007年 8月および2008年 8月，複数のベトナム縫製企業および日系バイヤ
ーへのインタビュー調査より。
⑼　2007年 8月および2008年 8月，現地日系バイヤーおよび複数の国有輸出縫
製企業へのインタビュー調査より。

⑽　2008年 8月の日系バイヤー企業への調査では，相対的に人件費の高い日本
人技術者をベトナム縫製企業に派遣し，生産ラインの組み替えを指導した方
が，ベトナム企業にそれを任せるよりもまだコストが低い，としていた。
⑾　Humphrey and Schmitz［2000］は GVCの主要な統括（governance）の形態
を，① Arm’s length market relations，② Network，③ Quasi-hierarchyおよび
④ Hierarchyの 4つに分類している。本章で対象とする生産と流通ネットワー
クは，このうちの③の「準階層的」な統括形態に近いと考えられる。こうし
た統括形態に注目するのは，特定のタイプの産業高度化の実現の可能性が統
括形態によって異なりえるためである。また，Gereffi, Humphrey and Sturgeon

［2005］では統括形態を同様に，①Market，②Modular，③ Relational，④
Captive，⑤ Hierarchyの 5つに分類している。なお，この分類の，④ Captive

が本論の分析対象としている Quasi-hierarchy（準階層型）に近い。
⑿　2007年 8月および2008年 8月，現地日系バイヤーおよび複数の国有輸出縫
製企業へのインタビュー調査より。

⒀　EU向けはアメリカおよび日本の両市場の中間と位置づける縫製企業が多か
った。2007年および2008年の 8月にハノイおよびホーチミン市で行った現地
調査では，日本向けオーダーの品質要求が高い割に受注数量が小さく，サイ
ズや色展開が多いため生産効率が低いことを理由にその「魅力」が少なくな
ってきているとする輸出縫製企業経営者が多かった。

⒁　2007年および2008年のベトナム縫製企業およびアメリカの大手縫製品商社
のホーチミン支社への現地調査より。
⒂　生産要素費用に頼らず，より知識集約度の高い生産工程や製品品目などを
担う能力を企業が培うことは，他社からの模倣や新規参入による競争圧力を
及びにくくし，経済レントの安定的な確保につながる。こうした経済レン
トの確保が困難な場合，市場における価格競争が激化しやすく，生産要素費
用の引き下げによる生き残りに頼らざるをえない可能性が高い点が指摘され
ている。こうした議論の詳細は Kaplinski［1998］や Humphrey and Schmitz
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［2000］を参照されたい。
⒃　「不当な価格」とはベトナム市場で売られている価格よりも低い価格，もし
くは生産費用よりも低い価格，とされている。詳細はアメリカ商務省の HP

（http://trade.gov/press/press_releases/2007/vietnam_102607.asp，2008年 1月21
日アクセス）参照。
⒄　アメリカ商務省は2007年の10月26日，同年 1月からのモニタリングの中間
結果を公表したが，ベトナムからダンピングに当たるような「不当」な輸出
のケースは見当たらないとした。ただし，今後もモニタリングを継続すると
している。

⒅　アメリカ商務省の発表の詳細については http://ia.ita.doc.gov/download/

vietnam-textile-monitoring/vtm-index.html（2008年12月12日アクセス）を参照。
⒆　この調査の分析などは後藤［2003］参照。
⒇　冒頭でも記したように，ベトナムでは輸出・国内といった仕向け先市場に
よる生産の分化が明確であり，輸出向け企業の多くはそれに特化しているこ
とが一般的である。

21　ベトナム政府は，こうした CMT型委託加工依存の体質から脱却し，後方連
関を強めることで付加価値を上昇しようと2001年に首相決定55号「2010年繊
維・縫製産業発展スピードアップ戦略（Chien luoc “tang toc” phat trien nganh 

Det May Viet Nam den nam 2010）」を施行した。2008年にその後継マスタープ
ランである首相決定36号（36/2008/QD-TTg）「2020年までを展望した2015年ま
でのベトナム繊維・縫製工業発展戦略（Chien luoc phat trien nganh cong nghiep 

Det May Viet Nam den nam 2015, dinh huong den nam 2020）」という産業マスタ
ープランを策定してきた。この2008年のマスタープランでは，①生地生産に
力を入れる，②原料生産の増加（綿花の作付を増やす，ポリエステル・ステ
ープルファイバーの生産），そして，③人材育成を 3つの柱にあげ，それぞれ
の目標値が明記されている。ただし，そうした目標値をいかに達成するのか
に関しては具体的な記述がなく，2001年の政策文書と同様，その有効性と意
義に強い疑問が残る。2001年の政策文書に関しては後藤［2003］を参照。
22　FOBの詳細とその類型については後藤［2003］が詳しい。
23　知識集約度の高い技術の移転は，資本関係のない生産・流通ネットワーク
における企業間関係では伝播されることは稀であるが，この D社のケースの
ように直接投資による資本関係が生じた場合，そうした技術移転も起こると
いう意味で興味深い。

24　2008年に入り，労働者が賃金の上昇を求めて韓国，台湾および日系の縫製
企業でストライキを行うという事態も増えている。ただし，こうしたストラ
イキの多くが法的手続きに則っていない違法なものが多い。

25　Glewwe et al.［2004: 58-59］によれば，90年代のベトナムでもすでに生産高
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の上昇率より賃金の上昇率の方が「著しく（considerably）」高かったと分析し
ている。

26　防水効果の高いアメリカの高機能生地で，縫製技術が一定水準に満たない
と，防水効果を維持した縫製品を生産できない。そのため，ゴアテックスよ
り縫製技術の認定を受けた工場のみが取り扱うことができる。
27　同社は最近日本の大手カジュアルアパレル向けの大型発注を日系バイヤー
から打診されたが，付加価値の比較的低い使用であり，同社の価格帯と合わ
ない（低すぎた）という理由でその受注を断っている。
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